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１ 水質の保全に関する方針

中海（境水道を含む ）は、鳥取県と島根県にまたがり全国第５位の広さを有する湖で、大山隠岐国立。

公園と隣接して優れた景観を創り出すとともに、レクリエーション等の憩いの場や観光資源、魚介類の生

息や渡り鳥の飛来などの場として、両県民に様々な恩恵をもたらすかけがえのない財産となっており、ラ

ムサール条約への登録を進め、賢明な利用をするためにも、この湖の水質保全は地域住民すべての願いで

ある。

鳥取県及び島根県では、この水質を保全するため、昭和 年に水質保全施策の目標として、湖沼環境47
基準の類型Ａに指定し、各種水質保全対策を進めてきた。

しかしながら、周辺流域の社会経済活動の発展や生活様式の変化等に伴い、中海の水環境を取り巻く状

況は厳しく、その水質保全は重要な課題となっている。

このため、両県では、広大な集水域における各種の汚濁要因に対して、水質汚濁防止法に基づく上乗せ

条例により窒素、燐等の規制を行うとともに、昭和 年度には湖沼水質保全特別措置法に基づく指定湖63
沼として指定を受け、平成元年度以降、３期にわたり湖沼水質保全計画を策定し、下水道の整備等の水質

保全事業や、工場等各種汚濁源に対する規制の措置等を総合的かつ計画的に推進してきた。

第３期計画に盛り込まれた施策についてはおおむね計画どおり実施され、汚濁負荷量は着実に減少し、

平成 年度には化学的酸素要求量、全窒素、全燐ともに水質目標を達成したものの、環境基準の達成に15
は至っていない。このため、今後ともより効果的な水質保全対策を検討していく必要がある。

このような状況から、引き続き中海の水質改善を図るため、両県の長期計画等や環境基本計画等を基調

に、第４期の「中海に係る湖沼水質保全計画」を定め、関係機関、関係市町村、事業者及び住民等の連携

のもと、なお一層の浄化対策を総合的かつ計画的に推進する。

(1) 計 画 期 間
この計画の期間は、平成 年度から平成 年度までの５年間とする。16 20

(2) 水 質 目 標
20水質環境基準の達成を目途としつつ さらに親しみを感じられる中海を目指し この計画では 平成、 、 、

年度の水質目標を化学的酸素要求量、全窒素、全燐について定める。

現 状 平成２０年度

区 分 （平成１５年度） 施策を講じない 施策を講じた

場合 場合

化学的酸素 ７５％値 ５．２ ５．２ ４．６(ｍｇ／ｌ)

要求量 ４．２ ４．２ ３．９（参考） 年平均値 (ｍｇ／ｌ)

全窒素 年平均値 ０．５３ ０．５４ ０．５０(ｍｇ／ｌ)

全 燐 年平均値 ０．０５２ ０．０５２ ０．０４８(ｍｇ／ｌ)

注 ） 化学的酸素要求量の７５％値、全窒素及び全燐の年平均値は、環境基準点（１２地点）1
の最高値である。

） 化学的酸素要求量の年平均値は、各環境基準点の年平均値の全地点平均値である。2
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２ 水質の保全に資する事業

中海の水質保全を図る上で、下水道等による生活排水等に係る汚濁負荷量の削減対策が極めて重要であ

る。

このため、下水道の整備を促進するほか、地域の実情に応じ、農業集落排水施設、浄化槽等の各種生活

排水処理施設の整備を進めるとともに、生活排水処理の高度化を進める。

また、廃棄物処理施設の整備及び湖沼の浄化対策を実施する。

(1) 下水道の整備
指定地域内における下水道の整備状況は、平成 年度末において、宍道湖流域下水道東部処理場及15
び米子市公共下水道内浜処理場並びに八束町特定環境保全公共下水道の終末処理場が稼働しており、指

定地域内処理人口は 千人、普及率は ％である。このうち、 千人については、化学的酸素79.2 49.3 74.3
要求量、窒素及び燐の除去を目的とした高度処理がなされている（宍道湖流域下水道東部処理場及び米

子市公共下水道内浜処理場で高度処理を行っている 。。）

今後、宍道湖流域下水道関連の松江市等４市町村の公共下水道、米子市公共下水道、境港市公共下水

道及び八束町特定環境保全公共下水道について、その整備を促進する。また、より一層の高度処理化に

引き続き努めるとともに、下水道法施行令の改正を踏まえ、今後１０年以内を原則として、米子市にお

いて合流式下水道の改善を完了するよう、その推進を図る。

下水道整備計画（鳥取）

年 度 指定地域内行政人口 指定地域内処理人口 指定地域内普及率

現 状 ８０．７ 千人 ４５．５ 千人 ５６ ％

（平成１５年度） （４２．３） 〃

〈４２．３〉 〃

平成２０年度 ８１．７ 千人 ４９．０ 千人 ６０ ％

（４３．９） 〃

〈４３．９〉 〃

増加人口 ３．５ 千人

（ １．６） 〃

〈 １．６〉 〃

事業主体 米子市、境港市

下水道整備計画（島根）

年 度 指定地域内行政人口 指定地域内処理人口 指定地域内普及率

現 状 ７９．９ 千人 ３３．７ 千人 ４２ ％

（平成１５年度） （３３．７） 〃

〈３２．０〉 〃

平成２０年度 ７８．３ 千人 ３９．６ 千人 ５１ ％

（３９．６） 〃

〈３８．０〉 〃

増加人口 ６．０ 千人

（ ６．０） 〃

〈 ６．０〉 〃

事業主体 松江市、安来市、東出雲町、八雲村

注 ) （ ）書きは、系内放流分（内数）1
) 〈 〉書きは、化学的酸素要求量、窒素、燐についての高度処理（内数）2
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(2) その他の生活排水処理施設の整備
① 農業集落排水施設の整備

指定地域内における農業集落排水施設の整備状況は、平成 年度末において処理人口で 千人15 21.1
である。

今後も引き続き農業集落排水施設の整備を促進するとともに、排水基準に基づいた化学的酸素要求

量、窒素、燐の除去を目的とした高度処理を実施し、中海への汚濁負荷量を削減する。

農業集落排水施設整備計画（鳥取）

年 度 指定地域内行政人口 指定地域内処理人口 指定地域内普及率

現 状 ８０．７ 千人 ３．９ 千人 ５ ％

（平成１５年度） （３．９） 〃

〈３．９〉 〃

平成２０年度 ８１．７ 千人 ３．９ 千人 ５ ％

（３．９） 〃

〈３．９〉 〃

事業主体 米子市

農業集落排水施設整備計画（島根）

年 度 指定地域内行政人口 指定地域内処理人口 指定地域内普及率

現 状 ７９．９ 千人 １７．２ 千人 ２２ ％

（平成１５年度） （１７．２） 〃

〈１７．２〉 〃

平成２０年度 ７８．３ 千人 １７．５ 千人 ２２ ％

（１７．５） 〃

〈１７．５〉 〃

増加人口 ０．３ 千人

（ ０．３） 〃

〈 ０．３〉 〃

事業主体 安来市、東出雲町

注 ) （ ）書きは、系内放流分（内数）1
) 〈 〉書きは、化学的酸素要求量、窒素、燐についての高度処理（内数）2

② 浄化槽等の整備

指定地域内において計画的に整備されている浄化槽の整備状況は、平成 年度末において処理人15
口で 千人である。9.5
今後も、補助制度等の活用により、浄化槽の整備を促進するとともに、市町村が整備する浄化槽に

ついては窒素、燐の除去機能を有する高度処理型浄化槽の整備を特に促進し、中海への汚濁負荷量の

削減を図る。また、生活雑排水を処理しない既存の単独処理浄化槽の撤廃に努める。

なお、し尿処理施設は処理能力 日で、そのすべてにおいて高度処理が行われており、今後315kl/
とも維持管理の徹底を図る。
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浄化槽の整備計画（鳥取）

年 度 指定地域内 設置基数 指定地域内 指定地域内

行政人口 処理人口 普及率

現 状 ８０．７ 千人 ９２６ 基 ４．３ 千人 ５ ％

（平成１５年度） 〈 １０〉〃 〈 ０．１〉 〃

平成２０年度 ８１．７ 千人 １，３２６ 基 ５．５ 千人 ７ ％

〈 １０〉〃 〈 ０．１〉 〃

新 増 設 ４００ 基 １．２ 千人

〈 ０〉〃 〈 ０．０〉 〃

事業主体 米子市、境港市

浄化槽の整備計画（島根）

年 度 指定地域内 設置基数 指定地域内 指定地域内

行政人口 処理人口 普及率

現 状 ７９．９ 千人 １，３４６ 基 ５．２ 千人 ７ ％

（平成１５年度） 〈 ５５〉〃 〈 ０．２〉 〃

平成２０年度 ７８．３ 千人 ２，５０１ 基 ９．４ 千人 １２ ％

〈 ５０８〉〃 〈 １．８〉 〃

新 増 設 １，１５５ 基 ４．２ 千人

〈 ４５３〉〃 〈 １．６〉 〃

事業主体 松江市、安来市、東出雲町、八雲村

注) 〈 〉書きは、窒素についての高度処理（内数）

し尿処理施設の整備計画（鳥取）

年 度 し尿処理施設

現 状 ２ 施設（ 日）195 kl/
（平成１５年度）

平成２０年度 ２ 施設（ 日）195 kl/
新 増 設 －

注）し尿処理施設はすべて下水道接続

し尿処理施設の整備計画（島根）

年 度 し尿処理施設

現 状 ２ 施設（ 日）120 kl/
（平成１５年度）

平成２０年度 ２ 施設（ 日）120 kl/
新 増 設 －

注）し尿処理施設のうち１施設（ 日）は下水道接続70 kl/
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(3) 廃棄物処理施設の整備
ごみ等の不法投棄及び不適正処理による水質汚濁の防止を図るため、必要な廃棄物処理施設の維持管

理の徹底を図る。

廃棄物処理施設整備計画（鳥取）

年 度 一般廃棄物処理施設

ごみ処理施設 廃棄物再生利用施設等 最終処分場

現 状 ２施設（ ｔ日） ２施設（ ｔ日） １施設（ 千ｍ ）330 / 86 / 490 ３

（平成１５年度）

平成２０年度 ２施設（ ｔ日） ２施設（ ｔ日） １施設（ 千ｍ ）330 / 86 / 490 ３

新 増 設 － － －

廃棄物処理施設整備計画（島根）

年 度 一般廃棄物処理施設

ごみ処理施設 廃棄物再生利用施設等 最終処分場

現 状 １ 施設（ 日） ８ 施設（ 日） ６ 施設（ 千ｍ ）52.0 t/ 127.4 t/ 155 ３

（平成１５年度）

平成２０年度 １ 施設（ 日） ８ 施設（ 日） ６ 施設（ 千ｍ ）52.0 t/ 127.4 t/ 155 ３

新 増 設 － － －

(4) 湖沼の浄化対策
① 湖内対策の検討、推進

・中海水中貯木場（ 万ｍ ）の底泥しゅんせつを行い、底質の改善を図る。3.0 ３

・安来港内の底質改善を図る。

・沿岸域などへ覆砂を行い、底質の改善を図る。

・浅場、藻場の造成による湖岸域の環境改善を行い、自然の自浄機能の回復を図る。

・流入負荷を河口部で沈降濾過する河口域対策を検討する。

② 浮遊ゴミ等の除去

中海に浮遊しているゴミの除去を実施する。
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３ 水質の保全のための規制その他の措置

(1) 工場・事業場排水対策
① 排 水 規 制

水質汚濁防止法に基づき、現在、日平均排水量 ｍ 以上の特定事業場及び湖沼水質保全特別措置25 ３

法に基づく「みなし指定地域特定施設」に対し、化学的酸素要求量、窒素含有量及び燐含有量等に係

る上乗せ排水基準を適用している。

、 、 。これらの排水基準については 対象事業場への立入検査等の監視を強化し その順守の徹底を図る

② 新増設に伴う汚濁負荷の増大の抑制

湖沼特定事業場の新増設に伴う汚濁負荷量の増大を抑制するため、引き続き汚濁負荷量の規制基準

の順守の徹底を図る。

③ 指 導 等

排水規制の対象となっていない工場・事業場に対しては、鳥取県の「小規模特定事業場等排水対策

指導要領 「島根県小規模事業場等排水処理対策指導要領」に基づき、必要に応じ汚水処理施設の改」、

善、適正管理等の指導等を行う。

また、下水道の供用区域においては下水道への接続促進を図る。

④ 環境管理・監査の推進

事業活動に伴う環境負荷を低減するため、ＩＳＯ１４００１の認証取得や鳥取県版環境管理システ

ムの認定取得など事業者が行う環境管理、監査等の自主的な取組みや環境報告書の作成・公表、リデ

ュース、リユース、リサイクルの促進を図る。

(2) 生活排水対策
① 水質汚濁防止法に基づく生活排水対策の推進

下水道、農業集落排水施設の整備、浄化槽の普及を引き続き進めるとともに、これらの施設の普及

の有無にかかわらず、各家庭等に対して「鳥取県生活排水対策推進要綱」または「島根県生活系排水

対策推進要綱」に基づき、ストレーナーの使用等による調理くず等の流出防止及び廃食用油の回収、

石けんまたは合成洗剤の適正使用等について指導を行う。

特に、中海流域市町村のうち「山居川、忌部川、朝酌川及び馬橋川流域 （松江市）及び「加茂川」

・旧加茂川流域及び大沢川流域 （米子市）については、水質汚濁防止法に基づく生活排水対策重点」

地域に指定しており、引き続き広報、啓発による浄化意識の高揚と廃食用油対策事業の推進など、台

所対策等の実践を促進する等、生活排水対策推進計画に基づく生活排水対策を推進する。

② 下水道への接続の促進

下水道の供用区域における下水道接続率は、平成 年度末で ％であるが、地域住民に対して15 79.1
、 、遅滞なく生活排水を下水道に流入させるよう普及促進の徹底を図るため 県と市町村が相互に協力し

市町村の融資制度の充実や処理区域内の住民に対するＰＲ等きめ細かな対応を行う。

③ 浄化槽の適正な設置、維持管理の確保

浄化槽について、浄化槽法及び建築基準法に基づく適正な設置の確保並びに浄化槽法に基づく保守

点検、清掃及び法定検査の徹底等による適正な維持管理の確保を図る。

(3) 畜産業に係る汚濁負荷対策
① 畜舎管理の適正化

日平均排水量が ｍ 以上の畜舎について引き続き排水規制を実施するほか、指定施設及び準用25 ３

指定施設である畜舎の構造及び使用方法に関する基準の順守の徹底を図る。

また、これらの規制の対象外となる畜舎については、必要に応じ施設の改善、適正管理等の指導を

行う。

② 家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進

家畜排せつ物については 「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」に基づき、

一定規模以上の畜産業を営む者を対象に排せつ物処理・保管施設整備を推進し、良質な堆きゅう肥供

給体制を構築し、併せて野積み等の解消の徹底に努める。

また、対象外となる畜産業を営む者についても必要に応じ施設の改善、適正管理等の指導を行う。
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家畜排せつ物処理施設の整備（島根）

対 策 実施主体 推進事業量(期間内増加戸数)

家畜排せつ物処理施設の整備 農家、関係団体、市町村、県 ５０ 戸

注) 家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律に基づく管理基準適用農家について

の整備計画である。

(4) 漁業に係る汚濁負荷対策
当該水域（漁場）で養殖を行う場合には、必要に応じ施設の改善や飼料投与の適正管理の指導等を行

う。

(5) 非特定汚染源負荷対策
① 農業地域対策

「鳥取県環境にやさしい農業推進基本方針 「島根県環境保全型農業推進基本方針」及び「持続性」、

の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律」に係る県導入指針に基づき、側条施肥田植機の導入

、 、 。や肥効調節型肥料 有機質肥料の施用を進め 施肥量の適正化を図るなど環境保全型農業を推進する

また、持続性の高い農業に取り組む農業者（エコファーマー）の育成を推進するため、技術支援を

行う。

さらに特別栽培農産物認証制度を通じて、環境に配慮した農産物生産の促進を図る。

農地からの流出汚濁負荷削減対策（鳥取）

対 策 実施主体 推進事業量 (年間実施量)

側条施肥田植機の普及 農家、関係団体、市、県 １０ 台／年

肥効調節型肥料の利用促進 農家、関係団体、市、県 ０．９ ／年（窒素換算値）t

農地からの流出汚濁負荷削減対策（島根）

対 策 実施主体 推進事業量(期間内増加面積)

ha側条施肥田植機の普及 農家、関係団体、市町村、県 ２２６

ha化学肥料の減肥 農家、関係団体、市町村、県 １０５

ha肥効調節型肥料の利用促進 農家、関係団体、市町村、県 ４６０

注) いずれも水田に関する対策である。

② 都市地域対策

市街地等から降雨等に伴い流出する汚濁負荷に関しては、道路路面、道路側溝等の清掃及び地域住

民の協力を得て、公園、生活道路・側溝等の清掃を実施する。

また、公共用施設では透水性舗装等の導入に努め、雨水貯留・浸透施設の導入など、効果的な対策

を検討し、汚濁物質の流出抑制に努める。

都市地域からの流出汚濁負荷削減対策（鳥取）

対 策 実施主体 推進事業量(年間実施延長)

道路路面の清掃 国 ６４ ／年km
県 ５０ ／年km
市 ２４ ／年km

道路側溝等の清掃 国 ０．８ ／年km
県 ８．３ ／年km
市 １０．６ ／年km

都市地域からの流出汚濁負荷削減対策（島根）

対 策 実施主体 推進事業量(年間実施延長)

道路路面の清掃 国 ２１０ ／年km
県 ６２０ ／年km
市町村 ７４ ／年km

道路側溝等の清掃 国 ２．６ ／年km
県 ５．５ ／年km
市町村 ２．０ ／年km
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③ 自然地域対策

森林の適正管理や、山腹崩壊、土砂流出を防止するための治山、砂防事業の推進を図り、森林等自

然地域からの降雨等に伴う土壌侵食や崩壊による汚濁負荷流出を防止する。

自然地域対策（鳥取）

対 策 実施主体 推進事業量(期間内実施量)

森林の適正管理 補植 県 １．１ ha

下刈り 県 １５．９ ha

自然地域対策（島根）

対 策 実施主体 推進事業量(期間内実施量)

森林の適正管理 植林 県、森林所有者他 ３６ ha

下刈り 森林所有者他 ３５６ ha

除伐 森林所有者他 １８４ ha

間伐 県、森林所有者他 ５３７ ha

治山、砂防施設の建設 えん堤工 県（砂防事業） ３ カ所

治山ダム、山腹工等 県（治山事業） ４０ カ所

注) 本推進事業量は地域森林計画等に基づくものである。

④ 流入河川直接浄化対策

中海に流入する河川については、河川改修に併せて底泥のしゅんせつを実施することにより、浄化

の推進を図る。

また、流入河川の清掃、河川区域に生育している水草等の刈り取り等により、中海へ流入する浮遊

ゴミ及び枯れた水生植物の水域への回帰の抑制を図る。

流入河川直接浄化対策（鳥取）

対 策 実施主体 推進事業量(期間内実施量)

河川のしゅんせつ 県 １ 河川

流入河川直接浄化対策（島根）

対 策 実施主体 推進事業量(期間内実施量)
３河川のしゅんせつ 県 ５ 河川 ｍ75,210
２ヨシ等の刈り取り 県 ｍ109,000
２松江市 ｍ150,000

注）松江市分については宍道湖、中海流域全体の事業量を計上した。

⑤ 非特定汚染源負荷対策の検討・推進

以上の対策を実施しつつ、非特定汚染源負荷対策プロジェクトチーム等により、非特定汚染源負荷

の対策に向けた取組を検討、推進する。

(6) 緑地の保全その他湖辺の自然環境の保護
この計画中の各種汚濁源対策とあいまって中海の水質保全に資するよう、環境影響評価法、自然環①

境保全法、自然公園法、森林法、都市計画法、都市公園法、都市緑地保全法、河川法、土地改良法等

の関係諸制度の的確な運用を通じて配意し、指定地域内の森林等の緑地の保全、その他湖辺の自然環

境の保護に努める。

河川の整備、農業用水路の整備、道路の整備等公共事業の実施にあたっては、ビオトープ空間等生②

物の生息環境の確保や周辺の緑化等、環境との調和に努める。

鳥取県景観形成条例、米子市景観形成条例、ふるさと島根の景観づくり条例に基づき、建築物や開③

発行為などについて、敷地の緑化等優れた景観の創造に努める。

水辺の環境保全、環境改善、水辺利用に関して総合的な調整を行うため 「中海の水辺環境整備基④ 、
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本構想 （仮称）を策定し、地域の安全と豊かな環境並びに地域の利用形態に配慮した水辺の整備、」

保全を推進する。

堤防除草を継続実施して、良好な水環境の保全を図る。⑤



- 10 -

４ その他水質の保全のために必要な措置

(1) 公共用水域の水質の監視・調査
新たに本庄工区内に環境基準点を設けるとともに、中海の水質の状況を的確に把握するため、湖内①

及び流入河川において、水質の監視、測定を行うとともに、湖内の水質変動を的確に把握するため、

水質の自動監視を行う。

漁業者及び漁業者の組織等の協力を得て、日々の水質変動等の監視・把握に努める。②

宍道湖・中海の環境を五感でチェックする湖沼環境指標を活用し、県民の参加を得て五感による湖③

沼環境の定期調査を実施する。

(2) 調査研究の推進
宍道湖・中海の水質汚濁機構は未解明の部分が多く、今後とも新たな科学的知見の集積を図り、国、

大学、県が連携しながら、より効果的な水質保全対策の調査研究を推進する。

これまでの水質保全対策を総括し、その結果をもとに、新たな施策の構築等を図るため、湖沼対策①

検討会、湖沼水質保全対策・総合レビュー検討調査に参画し、調査研究を進める。

市街地等非特定汚染源からの流出負荷の実態把握と浄化機能等の評価研究を行うとともに、効果的②

な削減対策を検討する。

流入河川での流域土地利用状況と負荷量変化の把握及び面源負荷の効果的削減対策の検討を行う。③

中海における水収支、負荷収支の実態調査を実施する。④

塩分成層及び湖内での水の動きの実態把握を行う。⑤

藻類・貝類の復元手法等、健全な湖沼生態系の回復に向けた調査研究を行う。⑥

水質保全に関連する技術の開発及び普及を図るため、宍道湖・中海都市エリア産学官連携促進事業⑦

に参画して調査研究を進める。

(3) 総合的な流域管理の取組
住民、事業者、研究者、行政が相互に連携し、流域の総合的な環境保全、管理に向けた合意の形成①

が図られるよう、宍道湖・中海流域の汚濁に関する情報を市町村及び河川流域ごとに収集・整備する

など分かりやすい情報の提供に努める。

宍道湖・中海環境情報サイトの開設により、水環境情報の共有化を図り、流域対策など水系全体で②

の取組の合理化を図る。

上下流域の市町村が相互の協力の下に一体となって、上流域で適正な森林整備を進める。③

鳥取県では、森林の公益的機能を持続的に発揮させ、水を育む緑豊かな森林環境を保全し、県民の④

森づくりへの参加を促す森林体験など新たな取組を推進するため、森林環境保全税を導入（平成１７

年４月）する。

また、島根県では、森林の公益的機能を再生し、水を育む緑豊かな森を作り、県民のアイデアと参

加を得て新たな取組を推進するため、水と緑の森づくり税を導入（平成１７年４月）する。

(4) 漁業を通じた水質保全の推進
漁業生産による窒素や燐の湖外への除去が継続的に促進されるよう、漁業資源の維持増大を図ると

ともに、アオノリ養殖等環境保全型漁業の導入やコノシロ等の未利用資源の利用を促進する。

(5) ラムサール条約への登録と賢明な利用の促進
中海及びそこに生息する動植物を保全するとともに、賢明な利用を図っていくために、ラムサール

条約への登録を進める。

(6) 住民の理解と協力及び参加による保全活動の促進
① 地域住民等による浄化対策

地域住民は、湖辺・流入河川及び側溝の清掃、地域の美化活動、水生生物等による水質浄化などの

活動に参加する等、自らも中海の浄化に積極的に取り組む。

② 住民の理解と協力の確保
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、 、 、 、 、この計画を的確かつ円滑に遂行するため 国 県 市町村の行政はもとより 流域の住民やＮＰＯ

事業者等が緊密に連携しながら計画の推進を図る。

このため、斐伊川水系水質汚濁防止連絡協議会、中海水質汚濁防止対策協議会、マスコミ等を通じ

た広報啓発活動等により、事業者、住民等に中海の水質汚濁の状況、本計画の趣旨、内容等の周知徹

底を図り、計画の実施に関して必要な協力が得られるよう努める。

③ 住民組織等の育成・支援等

鳥取県では、県民との協働による環境立県の実現を推進するための補助金である「環境立県協働促

進事業補助金」を効果的に活用し、自然環境の保全、水辺環境の創造、環境問題の普及啓発などの環

境立県に資する活動を実施する地域住民団体等を支援する。

島根県では、県民、事業者、行政すべての参加による、豊かな環境をはぐくむための行動基金であ

る「しまね環境基金」を効果的に活用するなどして、県民、事業者等の自主的な環境保全活動を育成

・支援する。

また、住民組織、団体等による湖沼環境保全活動がより効果的に実施されるよう、それらの組織同

士及び行政との連携を図るよう努める。

親水型湖岸堤の整備④

親水型湖岸堤を整備して、地域住民の水環境についての関心を高めるとともに、環境保全への意識

の啓発を図る。

(7) 環境学習の推進
「鳥取県環境教育基本方針 「島根県環境学習基本指針」に基づき、それぞれの年代に応じた環境教」、

育、環境学習を推進する。

また、各種団体で行われている環境教育活動を支援するとともに、中海湖上観察学習会の実施や、米

子水鳥公園等中海流域の湖辺にある親水施設を利活用して水質浄化意識の高揚に努める。

(8) 水質事故への対応
油類等の水質事故は湖沼環境に著しい影響を及ぼすため、斐伊川水系水質汚濁防止連絡協議会を中心

に関係機関が連携を密にし、迅速な情報伝達及び適切な被害防止措置等の対策を講じる。

(9) 関係地域計画との整合
本計画の実施に当たっては、指定地域の開発に係る諸計画に十分配慮し、これらの諸計画との整合性

の確保を図るとともに、中海の水質保全に関係する他の諸計画・制度の運用に当たっては、本計画の推

進に資するよう十分配慮する。

(10) 事業者等に対する助成
この計画を円滑に推進するため、政府系金融機関による融資制度とともに、県及び市の融資制度の活

用により、事業者等による汚水処理施設の整備等を促進する。


